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１歳（一定の場合は１歳６か月。３頁参照。）に満たない子を養育するために育児休業を取得する一般

被保険者の方で、育児休業開始日前２年間に、賃金支払基礎日数が11日以上ある月（過去に基本手当の受

給資格の決定を受けたことのある方については、基本手当の受給資格決定を受けた後のものに限ります。）

が12か月以上ある方が対象となります。

育児休業を開始した日から起算した１か月ごとの期間（その１か月の間に育児休業終了日を含む場合
はその育児休業終了日までの期間。これらの各期間を「支給単位期間」といいます。）について支給しま
す（次頁図参照）。

育児休業を開始した一般被保険者が期間雇用者（期間を定めて雇用される方）である場合は、上記の他、
休業開始時において同一事業主の下で１年以上雇用が継続しており、かつ、１歳に達する日を超えて引き
続き雇用される見込みがある（２歳までの間に、その労働契約の期間が満了し、かつ、当該労働契約の更
新がないことが明らかである方を除く。）ことが必要です。

育児休業基本給付金の支給を受けた被保険者が、育児休業を終了した後、被保険者として引き続き６
か月間雇用された場合に支給されます。

① 育児休業基本給付金

① 育児休業基本給付金

② 育児休業者職場復帰給付金

（注１）支給対象者は男女を問いません。
（注２）育児休業開始日前２年間に疾病・負傷等の理由により引き続き30日以上賃金の支払いを受けることができなかっ

た方については、これらの理由により賃金の支払いを受けることができなかった日数をこの期間に加えた日数
（最大４年）となります。

※ 同一の子についての２度目以降の育児休業は、原則として支給の対象となりません。
※ 育児休業を開始する時点で、育児休業終了後に離職することが予定されている方は、支給の対象となりません。

☆

※ 支給の対象となる育児休業の期間には、産後休業期間（出産日の翌日から起算した８週間）は含まれません。
※ 男性の場合は、配偶者の出産日当日より育児休業の取得が可能であるため、配偶者の出産日当日より育児休業を開
始した場合は育児休業給付の支給対象となります。
※ 支給単位期間において、休業している日（日曜日や祝日など、会社の休日となっている日も含みます。）が20日以
上あることが必要です。
育児休業を終了した日（子が１歳に達する日以後も休業する場合は、子の１歳の誕生日の前々日）の属する支給単
位期間については、１日でも休業していれば支給を受けられることになっています。（ただし、当該支給単位期間に
係る支給額の算定については、(3)①注１参照。）
※ 支給単位期間の途中で離職した場合、当該支給単位期間は支給を受けることができません。
※ 育児休業基本給付金の支給の対象となる支給単位期間を「支給対象期間」といいます。

育児休業基本給付金の支給を受けた場合は、当該育児休業基本給付金の支給を受けた期間については、雇用
保険の基本手当の所定給付日数に係る算定基礎期間から除いて算定されることとなります。

（注１） （注2）

1 育児休業給付の概要

⑴ 支給対象者

(2)給付の内容
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②　育児休業者職場復帰給付金

一時金としてまとめて支給されます。

例）産後休業に引き続き、子が１歳に達する前まで育児休業を行った場合

例）　支給対象期間の延長を行い、子が１歳６か月に達する前まで育児休業を行った場合

☆　支給対象期間の延長について

【延長事由】
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（8週間）
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達する前まで」とはこの日ま
でをいいます。
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　保育所における保育の実施が行われないなどの以下のいずれかに該当する理由により、子が１歳に達

する日以後の期間に育児休業を取得する場合は、その子が１歳６か月に達する日前までの期間、育児休

業基本給付金の支給対象となります。

　育児休業の申出に係る子について、保育所における保育の実施を希望し、申込みを行っているが、

その子が１歳に達する日後の期間について、当面その実施が行われない場合

　常態として育児休業の申出に係る子の養育を行っている配偶者であって、その子が１歳に達する日

後の期間について常態としてその子の養育を行う予定であった方が以下のいずれかに該当した場合

ａ　死亡したとき

ｂ　負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により育児休業の申出に係る子を養育することが困

　難な状態になったとき

ｃ　婚姻の解消その他の事情により配偶者が育児休業の申出に係る子と同居しないこととなったとき

ｄ　６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産する予定であるか又は産後８週間を経過

　しないとき（産前休業を請求できる期間又は産前休業期間及び産後休業期間）
　※　必要な手続は、８頁を参照してください。

イ

ロ

注）ここでいう保育所は、児童福祉法第 39条に規定する保育所をいい、いわゆる無認可保育施設はこれに含まれません。
　　申込みは、1 歳に達する日前に行う必要があります。また、保育所による保育の実施が行われない事実の確認は、
　市町村が発行する証明により行いますが、1歳に達する日以後の期間についても証明されたものが必要になり、一定
　期間の保育の実施が行われないことの証明がなされていなければ、延長の対象とはなりません。
　　なお、保育所による保育の申込み時期等については、市町村にご確認願います。
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